事　務　執　行　概　要
障がい福祉企画課
企画調整グループ
障がい福祉室の一般庶務、予算執行などのほか、物品の購入･出納等に関する事務や障がい者施策推進のための企画調整業務等の適正な執行に努めた。
１　表　　　彰
（１）厚生労働大臣表彰
障がい者福祉等に功績のあった個人及び団体に対して大臣表彰の授与があった。
更生援護功労者　　　　　　　　　　令和元年度該当なし
社会福祉功労者　　　　　　　　　　１名
（２）障がい者週間知事表彰
障がい者福祉の推進に貢献した方及び自立した方に対して知事表彰を行った。
障がい者福祉の推進に貢献した方　　４名
自立した方　　　　　　　　　　　　５名
２　広　聴　関　係
障がい者団体等から寄せられた広聴事案の対応に努めた。
障がい者団体　　６団体
そ　の　他　　　３団体　　　　合　計　９団体
３　大阪府障がい者介護給付費等不服審査会
根拠法令　障害者総合支援法、児童福祉法、大阪府障害者介護給付費等不服審査会条例
委 員 数　２０名
ア．大阪府障がい者介護給付費等不服審査会
合議体の構成等を決定するため開催される。
令和元年５月２９日、開催（次期開催予定は令和４年度）
イ．合議体
知事から付議のあった審査請求案件の審理を行うために原則非公開で開催される。
令和元年６月１３日、第一合議体開催
令和２年３月５日、第一合議体開催

４　障がい者施策の計画的な推進
　障がい当事者や学識経験者等で構成する「大阪府障がい者施策推進協議会」の運営などを通じて、第４次大阪府障がい者計画（後期計画）及び第５期大阪府障がい福祉計画、第１期大阪府障がい児福祉計画に基づく施策を総合的かつ計画的に推進した。
（１）大阪府障がい者施策推進協議会
　大阪府における障がい者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項等を調査審議するために設置されたもの。
○根拠法令　　障害者基本法、大阪府障害者施策推進協議会条例
　〇第４７回大阪府障がい者施策推進協議会（令和元年１２月２４日）
　　・第４次大阪府障がい者計画（後期計画）の平成３０年度実施状況について
　　・大阪府障がい者施策推進協議会各部会の平成３０年度活動状況について
　　・第５次大阪府障がい者計画策定検討部会の検討状況について

制度推進グループ
　障害者総合支援法に基づく制度の円滑な運用を図るため、府民等への制度の周知及び制度関係者に対する各種研修や、自立支援給付支給事務等に関し市町村への指導・助言を行った。
　また、市町村が行う障がい支援区分の認定及び支給決定等に対する審査請求に係る事務を行った。
　さらに、「障がい者制度ワーキング」を開催し、制度運用上の課題等について、ブロック代表の市町村と協議・検討を行った。
１　制度の周知
　「福祉のてびき」の作成並びに制度の改正について、パンフレット配布やホームページへの掲載により、府民等に広く周知を図った。
２　研修会の開催
（１）障がい支援区分認定調査員研修
　市町村において、障がい支援区分認定のための聞き取り調査が、全国一律の基準に基づき客観的かつ公平・公正に行われるよう、標記調査員に対する研修を実施した。
　令和元年度第１回
開 催 日　　令和元年５月１０日（金）
場　　所　　たかつガーデン
修了者数　　１８２名
　令和元年度第２回
開 催 日　　令和元年１２月１６日（月）
場　　所　　大阪府新別館南館
修了者数　　　９５名
（２）市町村審査会委員研修
　市町村において、障がい支援区分認定のための公平・公正な審査が行われるよう、市町村審査会の委員に対する研修を実施した。
開催日時　　令和元年５月３０日（木）
場　　所　　大阪赤十字会館　
修了者数　　１０１名
（３）医師意見書作成研修
　市町村審査会における障がい支援区分の審査判定に係る重要な資料である医師意見書の記載がより適切に行われるよう、意見書を作成する主治医等に対する研修を、（一社）大阪府医師会に委託して実施した。
開 催 日　　令和元年８月１日（木）
場　　所　　大阪府医師会館
修了者数　　８１名
３　市町村に対する指導・助言
　市町村が行う障害者総合支援法に基づく自立支援給付支給決定（自立支援医療、療養介護医療及び基準該当療養介護医療を除く。）及び地域生活支援事業に関する事務等が適切かつ円滑に行われるよう、同法第２条第２項及び地方自治法第２４５条の４の規定に基づき、市町村に対してヒアリングによる実地指導を行った。また、市町村担当者からの制度に関する照会に対し、必要な助言を行った。
＜実地指導＞
実施期間：令和元年８月～令和元年１２月
実施市町村数：２４市町村
４　審査請求に係る事務
審査請求に対する裁決
市町村が行う障がい支援（程度）区分の認定等に対する審査請求に係る事務を行う。
平成３０年度の継続案件５件　裁決３（認容１、棄却２）、取下げ２。
令和元年度の新規案件６件　取下げ１、継続５。

５　市町村地域生活支援事業等への支援の実施
予 算 額　　２，５７７，８３６千円
決 算 額　　２，５０８，８０６千円
　障がい者等がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じて市町村が実施する市町村地域生活支援事業等に対し、支援を行った。
地域生活支援事業等一覧（市町村分）
	事 　業　 名
	担当グループ

	地域生活支援事業
	

	必須事業
	

	　理解促進研修・啓発事業
	権利

	　自発的活動支援事業
	社参・制度

	　相談支援事業
	

	　　基幹相談支援センター等機能強化事業
	地推

	　　住宅入居等支援事業
	整備

	　成年後見制度利用支援事業
	権利

	　成年後見制度法人後見支援事業
	権利

	　意思疎通支援事業
	社参

	　日常生活用具給付等事業
	地サ

	　手話奉仕員養成研修事業
	社参

	　移動支援事業
	地サ

	　地域活動支援センター機能強化事業
	地サ

	任意事業
	

	　日常生活支援事業
	

	　　福祉ホームの運営事業
	指定

	　　訪問入浴サービス事業
	地サ

	　　生活訓練等事業
	社参

	　　日中一時支援事業
	地サ

	　　地域移行のための安心生活支援事業
	整備

	　　巡回支援専門員整備事業
	発達

	　　相談支援事業所等（地域援助事業者）における退院支援体制確保事業
	整備

	　　　協議会における地域資源の開発・利用促進等の支援
	制度,関係Ｇ

	　　社会参加支援事業
	

	　　　レクリエーション活動等支援事業
	社参

	　　　芸術文化活動振興事業
	社参

	　　　点字・声の広報等発行事業
	社参

	　　　奉仕員養成研修事業
	社参

	　　　複数市町村における意思疎通支援の共同実施促進事業
	社参

	家庭・教育・福祉連携推進事業
	

	　　就業・就労支援事業
	

	　　　盲人ホームの運営事業
	社参

	知的障がい者職親委託事業
	指定

	特別支援事業
	

	　障がい支援区分認定等事務（補助対象外・交付税）
	制度

	自動車運転免許取得・改造助成事業（補助対象外・交付税）
	社参

	更生訓練費給付事業（補助対象外・交付税）
	指定

	地域生活支援促進事業
	

	　発達障がい児者地域生活支援モデル事業
	発達

	　障がい者虐待防止対策支援事業
	権利

	医療的ケア児等総合支援事業
	地サ,地推

	　成年後見制度普及啓発事業
	権利

	　特別促進事業
	

	　発達障がい児者及び家族等支援事業
	発達

	　重度訪問介護利用者の大学修学支援事業
	


※各事業の事業内容については、各グループで適宜掲載。
※上記は国の示している市町村事業のメニューであり、すべて実施しているものではない。
※グループ名の表記は下記による。
制度‥制度推進Ｇ、権利‥権利擁護Ｇ、社参‥社会参加支援Ｇ、
就労‥就労・ＩＴ支援Ｇ、地推‥地域生活推進Ｇ、地サ‥地域サービス支援Ｇ、
発達･･発達障がい児者支援Ｇ、整備‥整備Ｇ、指定‥指定・指導Ｇ
６　障がい者制度ワーキングの開催
　障害者総合支援法等の円滑な運営を図るため、制度運用上の課題等について、ブロック代表の市町村と協議・検討を行った。
協議項目　　「障がい支援区分の適切な認定を推進するための取り組みについて」
令和元年度第１回
　　開 催 日　　令和元年７月２５日（木）
令和元年度第２回
　　開 催 日　　令和元年１０月２８日（月）
令和元年度第３回
　　開 催 日　　令和２年２月２６日（水）
７　障がい者自立支援給付支払等システムへの対応
　大阪府国民健康保険団体連合会（国保連）への委託により行われる、市町村の障がい福祉サービス事業所に対する介護給付費等支払事務に関して、障がい者自立支援給付支払等システムが円滑に運用されるよう、内容や改変事項等の市町村への周知等を行った。
８　障がい者自立支援給付費等の負担
予 算 額　５０，９６５，４２０千円
決 算 額　５０，２６３，９１５千円
　　　　　　　　　　２，２９２千円（過年度追給分）
　障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスに係る自立支援給付費等に対する府負担分について、実施主体である市町村へ負担を行った。
９　重度訪問介護等の利用促進に係る市町村支援事業
予 算 額　　　　１３５,４５９千円
決 算 額　　　　１３５，４５５千円
　障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスに係る自立支援給付費について、国庫負担基準を超過して訪問系サービスを提供した市町村に対し、国補助金を活用し支援を実施した。
１０　大阪府障がい者自立支援協議会
　大阪府における障がい者等への支援体制についての調査審議及び関係機関等の相互の連絡調整を行うために設置されたものである。
根拠法令　　障害者総合支援法、大阪府附属機関条例
令和元年度第１回
開 催 日　　令和元年９月３０日（月）
開催場所　　國民會館　武藤記念ホール
議 題 等　　・大阪府障がい者自立支援協議会による地域支援の取り組みについて
・各部会の活動報告について
権利擁護グループ
１　障がい児者虐待防止支援事業
予　算　額　　　３，４２０千円
決　算　額　　　２，８３６千円
障がい者の虐待防止に向け、障害者虐待防止法において定められている都道府県の責務・役割として、虐待対応の人材養成及び虐待防止のための体制整備等を図った。
２　障がい者差別の解消の推進
予 算 額　　　　　２３，０１６千円
決 算 額　　　　　１５，３６１千円
大阪府障がい者差別解消条例に基づき、障がいを理由とする差別の解消の推進を図るため、「啓発活動」と「条例による相談等の体制」を車の両輪としてさまざまな事業に取り組んだ。
○広域支援相談員事業　　　府に広域支援相談員配置　相談件数１９０件（延べ１，１５５回）
市町村の相談機関における相談事案（事業者における差別事象が対象）の解決を支援し、また、相談機関では解決が困難な広域的・専門的な相談事案等に対応するため配置。
○障がい者差別解消協議会、合議体の開催　　　　　　　　　　　協議会６回、合議体３回
知事の附属機関として設置。障がい者差別解消の推進に関する事項を審議。法で定める「支援地域協議会」の機能も有する。
障がい者差別解消協議会の下に合議体を設置し、広域支援相談員等が対応した相談事例の分析等を行い、広域支援相談員への助言を行うとともに、差別解消の取組みの検証を実施。事例検証における議論を報告書としてとりまとめた。
○一般財団法人大阪府人権協会に事業を委託し、府内企業等が従業員などを対象として障がい理解の促進や差別解消について研修等に自主的に取り組めるよう、現場責任者向け教材及び研修プログラムを作成し、企業等における研修の実施を支援、また体系的な研修の実施が難しい事業者を対象とした啓発ツールを作成し周知。
　　　　あわせて、ヘルプマークの啓発や府が推進する障がい理解に関する啓発事業と連携した取組みを実施。
３　障がい者週間事業
障がい者週間（１２月３日から１２月９日までの１週間）を中心として、障がい者を取り巻く課題に対する府民の正しい理解と認識を深めるとともに、障がい者の自立と社会参加を促進する事業を実施した。
令和元年度においては、大阪ふれあいキャンペーンを実施するとともに、各種啓発活動を実施した。
（１）大阪ふれあいキャンペーン
日　　時　　　　障がい者週間（１２月３日～９日）を中心とした期間
内　　容　　　　・障がい者週間のポスターの掲示
　約２，２００枚（構成団体等に配布・掲示）
・啓発物「大阪ふれあいおりがみ」
　約１２万６千部（府内の小３全員に配布し、授業等で活用）
　　　　　　　　（市町村・社会福祉協議会などで活用）
・啓発物「大阪ふれあいすごろく」の作成・Ｗｅｂ上での配布
約１万３千部（府内の小学校に配布）
・「大阪ふれあいすごろく解説ガイドブック」のＷｅｂ上での配布
・障がい者週間を中心とした各構成団体での取組み
・ホームページを活用した啓発の実施
（２）「心の輪を広げる体験作文」及び「障がい者週間のポスター」の入選作品の表彰
日　　時　　　　令和元年１２月９日（月）
場　　所　　　　府庁本館「正庁の間」
内　　容　　　　募集した心の輪を広げる体験作文及び障がい者週間のポスターの表彰
自　立　支　援　課
社会参加支援グループ
　障がい者の自立と社会参加に向けて、障がい者の意思疎通支援や芸術文化・スポーツ活動の振興に関する支援等を行っている。
１　地域生活支援事業
障がい者の自立支援と社会活動への参加を促進させるために次の事業を実施した。
予　　算　　額　　２６２，３５４千円
決　　算　　額　　２３６，０９５千円

	事　業　名
	契約金額
	委　託　先

	手話通訳者確保事業
	23,581,342円
	(公社)大阪聴力障害者協会

	聴覚障がい者等社会参加・日常生活支援事業
	17,048,044円
	(公社)大阪聴力障害者協会

	聴覚に障がいのある子どもと保護者の相談支援ネットワーク事業
	6,542,967円
	(有)ケーアイピーピー

社会福祉法人愛徳福祉会

社会福祉法人大阪府肢体不自由者協会

	要約筆記者確保事業
	3,292,203円
	(特活)大阪府中途失聴・難聴者協会

	要約筆記者派遣事業
	1,970,074円
	(特活)大阪府中途失聴・難聴者協会

	視覚障がい者福祉事業
	36,607,851円
	(一財)大阪府視覚障害者福祉協会

	盲ろう者通訳・介助者確保等事業
	3,289,175円
	(福)大阪障害者自立支援協会

	盲ろう者通訳・介助者派遣事業
	106,075,166円
	(福)大阪障害者自立支援協会

	障がい者社会参加推進センター事業
	25,542,333円
	(福)大阪障害者自立支援協会

	肢体不自由者社会参加活動振興事業
	3,554,611円
	(福)大阪府肢体不自由者協会

	身体障がい者社会参加・日常生活等支援事業
	3,883,629円
	(一財)大阪府身体障害者福祉協会

	知的障がい者文化芸術・スポーツ活動等支援事業
	6,769,101円
	(福)大阪手をつなぐ育成会

	知的障がい者スポーツフェスタ開催事業
	616,000円
	大阪知的障がい者スポーツ協会

	知的障がい者スポーツ大会（団体競技）開催事業
	563,000円
	ファインプラザ大阪運営事業共同体

	精神障がい者社会参加活動振興事業
	5,355,129円
	(福)精神障害者社会復帰促進協会

	精神障がい者社会参加支援事業
	1,824,740円
	(公社)大阪府精神障害者家族会連合会

	音声機能障がい者発声訓練・指導者養成事業
	2,995,481円
	(公財)阪喉会


	事　業　名
	契約金額
	委　託　先

	脊髄損傷者ピアサポート等事業
	267,453円
	(一社)大阪脊髄損傷者協会

	吃音者日常生活支援事業
	170,564円
	(特活)大阪スタタリングプロジェクト

	オストメイト社会適応訓練事業
	180,657円
	(公社)日本オストミー協会大阪府支部

	身体障がい者補助犬使用機会提供事業
	6,976,000円
	身体障がい者補助犬育成事業者


２　障がい者団体等補助事業
予　　算　　額　　７８，９９３千円
決　　算　　額　　７８，９９３千円
	補　　助　　事　　業　　名
	補 助 金 額
	補 助 団 体 名

	身体障がい者相談支援事業補助金
	3,812,000円
	(一財)大阪府身体障害者福祉協会

	聴覚障がい者相談支援事業補助金
	5,988,000円
	(公社)大阪聴力障害者協会

	精神障がい者相談支援事業補助金
	2,109,000円
	(公社)大阪府精神障害者家族会連合会

	大阪府谷町福祉センター聴覚障がい者情報提供施設運営費補助金
	32,017,000円
	(公社)大阪聴力障害者協会

	大阪府盲人福祉センター点字図書館運営事業補助金
	35,067,000円
	(一財)大阪府視覚障害者福祉協会


３　障がい者交流促進センターの運営
　障がい者交流促進センター（ファインプラザ大阪）について、指定管理者：ファインプラザ大阪運営事業共同体による運営を実施した。
予　　算　　額　　　　２１３，３７１千円
決　　算　　額　　　　２１２，９５９千円
４　稲スポーツセンターの運営
　稲スポーツセンターについて、指定管理者：社会福祉法人大阪府障害者福祉事業団による運営を実施した。
予　　算　　額　　　　　４５，７９４千円
決　　算　　額　　　　　４４，７９１千円
５　障がい者文化芸術推進事業
　障がい者の芸術・文化活動を促進するため、ビッグ・アイ共働機構等に委託し、事業を実施した。
予　　算　　額　　　　　３５，４５２千円
決　　算　　額　　　　　３５，４５０千円
６　身体障がい者補助犬貸与候補者審査選考部会の運営
　身体障がい者補助犬貸与事業の貸与候補者の審査選考を行うための部会を設置し、運営した。
　・根拠法令　大阪府障害者自立支援協議会規則
予　　算　　額　　　　　　　　　７５千円
決　　算　　額　　　　　　　　　５８千円
７　大阪府立福祉情報コミュニケーションセンターの整備
福祉３センター（大阪府盲人福祉センター、大阪府谷町福祉センター、大阪府障がい者社会参加促進センター）の老朽化に伴い、令和２年６月オープンに向けて旧大阪府警森之宮単身寮跡地に福祉情報コミュニケーションセンターの整備を進めた。また、令和２年度へ４３１，３８９千円を繰越した。
予　　算　　額　　　　１，４９２，１５９千円
決　　算　　額　　　　１，０２９，６５６千円

就労・ＩＴ支援グループ
１　障がい者就労支援推進体制の整備
大阪府障がい者自立支援協議会就労支援部会の運営
府域全体の就労支援の水準向上を目的とした会議を開催、障がい者の就労支援にかかる地域課題への対応策の検討や調査審議、関係機関の連携による情報共有を行った。
また、就労定着支援事業の実施状況や、障害者等職場環境整備等支援組織の役割及び支援のあり方等について、意見聴取を行った。（令和元年度は３回開催）
○設置根拠　　大阪府障がい者自立支援協議会規則、大阪府障がい者自立支援協議会運営要綱
○所掌事務　　障がい者の就労支援施策や関係機関のネットワークの充実等にかかる調査審議に関すること。
２　地域における就労支援と生活支援
（１）障がい者就労・生活支援の拠点づくり推進事業
府内１８か所の障害者就業・生活支援センターにおいて、障がい者の就業に伴う日常生活、社会生活上の相談・支援を提供する障害者就業・生活支援センター事業（生活支援等事業）を社会福祉法人等に委託して実施した。
ア　予算額・決算額の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）
	予算額
	 eq \o\ac(○,28)  112,464
	 eq \o\ac(○,29)  112,464
	 eq \o\ac(○,30)  112,464
	㉛  112,518

	決　  算 　 額
（特定財源）
	106,918
国庫 (53,458)
	106,840
国庫 (53,420)
	112,464

国庫 (56,232)
	112,518

国庫 (56,259)


イ　事業実績の推移
	補 助 対 象 数
	㉘　 18法人
	㉙　 18法人
	㉚　 18法人
	㉛　 18法人


（２）社会生活適応訓練事業
予　算　額　　　　７，４０８千円
決　算　額　　　　２，７８３千円
精神障がい者の社会参加を進めるため、理解ある協力事業所での実習を通して社会生活適応のための訓練を実施した。
また、協力事業所の障がい者への理解促進、及び訓練の質の向上を図るため、事業所育成講座を開催した。
【事業実績】
	訓練生数
	２２人

	支援機関数
	　　１４事業所

	協力事業所数
	　　１４事業所

	年間総訓練日数
	８８５日


（３）就労移行等連携調整事業
　　　　　予　算　額　　　　４，０００千円
　　　　　決　算　額　　　　３，２３０千円

　　　一般就労実績の高い就労移行支援事業所と実績の低い事業所の２極化が課題となっており、一般就労実績の低い事業所の就労アセスメント力や一般就労への移行に向けた支援力を強化するために、就労支援のノウハウを有したアドバイザーが就労移行支援事業所等と連携し、就労系サービスの利用を希望する障がい者、または、現在就労系サービスを利用している障がい者に対し、就労アセスメントを実施した。
　　　また、府内の事業所全体の支援力の向上のために、就労移行支援事業所等の支援員向けに「支援力向上」をテーマにした研修を実施した。
　【アドバイザー派遣事業実績】
	（１）
支援を実施した障がい者の人数
	就労移行支援事業所利用者
	就労継続支援Ａ型事業所利用者
	就労継続支援Ｂ型事業所利用者

	
	42人
	30人
	26人

	（２）
支援により、一般就労に移行した障がい者の人数
	就労移行支援事業所利用者
	就労継続支援Ａ型事業所利用者
	就労継続支援Ｂ型事業所利用者

	
	１人
	０人
	０人

	（３）
就労移行支援事業所へのアドバイザー派遣
	派遣事業所数
	派遣回数

	
	13事業所
	59回

	（４）
就労継続支援事業所へのアドバイザー派遣
	派遣事業所数
	派遣回数

	
	就労継続支援Ａ型事業所
７事業所
	就労継続支援Ａ型事業所
19回

	
	就労継続支援Ｂ型事業所
13事業所
	就労継続支援Ｂ型事業所

37回


　【研修事業実績】

	研修・報告会名
	開催日
	参加事業所数

	令和元年度就労アセスメント強化事業交流会
	令和元年7月23日
	54事業所

	令和元年度就労支援員養成研修
	令和元年9月25日
10月2日
10月10日
10月17日
	82事業所

	就労アセスメント強化事業実践報告会（南河内南）
	令和元年9月27日
	15事業所

	発達障がい者のための就労サポートカードを活用した実践研修
	令和元年11月28日
	36事業所

	障がい者就労支援のあり方を考える
～就労継続支援事業所からの一般就労と定着支援～（南会場）
	令和元年12月9日
	26事業所

	障がい者就労支援のあり方を考える
～就労継続支援事業所からの一般就労と定着支援～（北会場）
	令和元年12月12日
	37事業所

	就労アセスメント強化事業実践報告会（枚方）
	令和2年2月18日
	21事業所


３　行政の福祉化の推進
（１）ハートフルオフィス推進事業
公務労働分野において、国が示すチャレンジ雇用の趣旨を踏まえ、一般就労を目指す知的障がい者及び精神障がい者を大阪府が非常勤作業員として期限付き（最長２年７ヶ月）で雇用し、府庁での実際の業務経験が民間企業への就職やその後の職場定着に結び付くよう支援した。
	令和元年度実績
	雇用人数
	企業への就職者数

	知的障がい者
	29人
	7人

	精神障がい者
	5人
	2人


（２）庁内職場実習
府内の障がい者雇用・就労を促進するため、知的障がい者、精神障がい者を対象とした職場実習の機会を提供した。
	令和元年度実績
	受け入れ人数

	知的障がい者
	15人

	精神障がい者
	5人


（３）大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合への支援
行政の福祉化の視点から、府自らが事業主としての創意工夫を凝らし、障がい者の就労機会の創出に取り組むため、平成１１年５月、知的障がい者等の雇用の促進を目的に設立された事業協同組合に対し、府有施設等の清掃業務の発注を通じ、就労訓練の場を提供するなど、必要な支援を行った。
・清掃委託府有施設数（通年）　４７施設
４　障がい者のＩＴ利用を活用した就労支援
（１）大阪府ＩＴステーション関係事業
予　算　額　　　８２，０７９千円
決　算　額　　　８１，８４０千円
大阪府ＩＴステーションにおいて、就労に向けたＩＴ講習・訓練を実施するとともに、障がい者の雇用・就労の支援拠点として事業を展開した。
一方、デジタル・デバイドの解消は行政の役割との認識のもと、初級クラスまでの基礎的なＩＴ講習会について、府が養成したＩＴサポーターの派遣等により、市町村(地域活動支援センター等福祉施設を含む)での開催を支援するとともに、移動が困難な重度の障がい者に対して、在宅等においてＩＴ講習を受講できるよう支援を行った。
①　障がい者総合支援事業
就労支援コーディネーター、企業開拓コーディネーター及びＩＴ相談支援員を配置し、相談から技能習得、就職あっせん、職場定着に至るまで、就労をめざす障がい者への包括的な就労支援を実施した。
②　障がい者就労支援等ＩＴ講習・訓練事業
企業への就職や在宅就労を希望する府内在住の障がい者を対象に、民間企業の実務を想定した内容のＩＴ講習を障がい種別（身体障がい[肢体不自由・視覚障害・聴覚障がい]、知的障がい、精神障がい）ごとに実施した。また、在宅就労をめざす障がい者に向けたＩＴ技術を習得する訓練を実施し、障がい者テレワーカーを養成した。
③　障がい者ＩＴ総合推進事業
障がい者がＩＴを学ぶ際に、サポートするボランティア「障がい者ＩＴサポーター」を養成するとともに、養成した「障がい者ＩＴサポーター」を講師に府内市町村の施設等を会場にして、ＩＴ講習会を実施した。
また、ホームページ、メールマガジンで講習の案内等の情報提供をするとともに、在宅でも学べるようｅラーニング講座を開講した。
（２）在宅就業支援体制構築モデル事業
予　算　額　　　　６，８９８千円
決　算　額　　　　６，７７８千円
在宅就業を希望する障がい者に対するＩＴ技術等のスキルアップ支援や、企業から発注された仕事の効率的なマッチング体制を構築するなど、在宅障がい者が能力等に応じて活躍できる支援体制を構築するモデル事業を実施した。
（３）障がい者ＩＴ就労支援事業
予　算　額　　　　５，１０９千円
決　算　額　　　　３，１４５千円
各種審議会等のテープ起こしやデータ入力等のＩＴを活用した業務を、在宅就業支援団体を通じて障がい者に提供することにより、障がい者の在宅就業を支援した。
（４）大阪府ＩＴステーション移転整備事業
予　算　額　　　１６７，４００千円
決　算　額　　　１６２，２２５千円
令和元年11月１日付で、大阪府ＩＴステーションを現夕陽丘高等職業技術専門校内に移転し、当該専門校と連携することで、あらゆる障がい者への就労支援拠点となるよう整備を行った。

５　部局連携による就労支援の推進
（１）障がい者サポートカンパニー制度
商工労働部と連携し、障がい者雇用や職場実習、障がい者就労施設等からの物品等の調達推進に積極的・先駆的に取り組む事業主を登録し、その取り組みのＰＲを行うことで、障がい者の就労支援や雇用の拡大を図った。 
（２）各種セミナーの開催
大阪府就労移行支援事業所連絡会、障害者就業・生活支援センター等と連携し、就労移行支援事業所の職員を対象に障がい者への支援力の向上を目指したセミナーを実施した。
（３）ブロック別進路指導関係機関連絡会への参画
各支援学校、自立支援コース設置の高等学校等の新卒生徒等の進路情報等の交換の場である「ブロック別進路指導関係機関連絡会」へ参画し、各支援学校、自立支援コース設置の高等学校等のそれぞれの地域の福祉・就労関係機関による連携状況や、障がい者の就労状況の把握に努め、地域ネットワークを通じた就労支援施策、関連事業の活用を呼びかけた。
・ブロック別進路指導関係機関連絡会開催状況　　８ブロック　各１～３回開催
６　工賃向上計画支援事業
予　算　額　　　　　２９，１５９千円
決　算　額　　　　　２８，０９２千円
福祉施設で働く障がい者の収入源となる工賃の向上を促進することにより、利用者の就労能力を向上させ、将来的に就労につながるよう支援するため、「大阪府工賃向上計画」に基づく事業を実施した。
地　域　生　活　支　援　課
地域生活推進グループ
１　障がい者手帳交付事業
予　算　額　　　９２，３７１千円
決　算　額　　　　５，６６５千円【地域生活推進Ｇ分】
障がい者手帳発行システムに関するシステム保守点検業務、システム改修等の委託を行った。
２　精神障がい者相談員事業
予　算　額　　　　　　５５４千円
決　算　額　　　　　　３０５千円
精神障がい者やその家族からの相談に応じ、必要な助言、市町村等関係機関への連絡調整を行うとともに、精神障がい者の地域活動の推進を行い、精神障がい者に対する府民の認識と理解を深める精神障がい者相談員を市町村ごとに設置した。
相談員数　　　　　１８名（平成３１年４月１日時点）
手当単価　　　　　月額 1,744円／名
手当額　　　　　299,968円
○根拠法令等
大阪府精神障害者に係る相談業務の委託に関する規則
大阪府精神障がい者相談員業務委託要綱
３　障がい者福祉事務移譲交付金
予　算　額　　　　１，７８６千円　（２の交付金部分）
決　算　額　　　　１，４１５千円　（同上）
障がい者相談員業務の委託事務を移譲した市町村へ交付金を支出した。
○根拠法令等
地方自治法第252条の17の２
大阪府福祉行政事務に係る事務処理の特例に関する条例
４　相談支援従事者研修事業　
予　算　額　　　　４，７９９千円　
決　算　額　　　　　　３２７千円　【地域生活推進Ｇ分】
障がい者等の一人ひとりのニーズに応じた地域生活を実現するため、相談支援専門員の資質の向上をめざし、障がい者自立相談支援センターにおいて相談支援従事者専門コース別研修を行った。また、指定研修事業者が行う相談支援従事者初任者研修・現任研修に対して、研修内容の助言等を行うとともに、研修の講師となる者を厚生労働省が実施する指導者養成研修等に派遣した。
修了者数・相談支援従事者初任者研修（指定研修事業者で実施）５日課程　　　７７９人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２日課程　 １,１６２人
　　　　　・相談支援従事者現任研修（指定研修事業者で実施）　　　　　　　３７３人
　　　　　・相談支援従事者専門コース別研修（自立相談支援Ｃで実施）　　　２２２人
派遣人数　　講　　　師：延べ６名
　　　　　　企画担当者：延べ４名
○根拠法令等
障害者総合支援法第78条
相談支援従事者研修事業実施要綱
５　居宅介護従業者（障がい者ホームヘルパー）養成研修事業
予　算　額　　　　２，８１０千円
決　算　額　　　　２，２７４千円
障がい者（児）に適切なホームヘルプサービスを提供するため、専門的な知識、技術を有する居宅介護従業者（障がい者ホームヘルパー）の養成を行った。
養成者数　　　　６４名
○根拠法令等
障害者総合支援法第78条
６　サービス管理責任者研修事業
予　算　額　　　　　　４２０千円　
決　算　額　　　　　　４１７千円　【地域生活推進Ｇ分】
障がい福祉サービス事業所において、個別支援計画の作成やサービス内容の評価等を行うサービス管理責任者の養成を図るため、指定研修事業者が実施するサービス管理責任者研修及び児童発達支援管理責任者研修の講師となる者を厚生労働省が実施する指導者養成研修に派遣した。
派遣人数　　　　　　　　　講　　　師：４名
　　　　　　　　　　　　　企画担当者：３名
指定研修機関による養成者数　・サービス管理責任者等基礎研修　　１，６２０人
　　　　　　　　　　　　　　・サービス管理責任者等更新研修　　　　８２８人
○根拠法令等
障害者総合支援法第78条
平成18年厚生労働省告示第544号
サービス管理責任者研修事業実施要綱
７　高次脳機能障がい支援普及事業
予　算　額　　　　５，１１５千円
決　算　額　　　　１，７５９千円　【地域生活推進Ｇ分】
事故や病気によって脳を損傷し、その後遺症として記憶障がい等の様々な障がいのある高次脳機能障がい者の支援体制を確立するため、障がい者医療・リハビリテーションセンターを支援拠点機関とし、高次脳機能障がい者への支援を行うとともに、市町村、医療機関、福祉サービス事業者等に支援手法の普及を図った。
○根拠法令等
障害者総合支援法第78条
８　大阪府立病院機構運営費負担金
予　算　額　  ４８０，０８１千円
決　算　額　　４８０，０８０千円
府立身体障がい者福祉センター附属病院と府立急性期・総合医療センターを統合し、平成19年４月に府立急性期・総合医療センターに障がい者医療・リハビリテーション医療部門を設置したことから運営費を負担した。
９　大阪府立砂川厚生福祉センター利用者地域移行支援事業費補助金
（平成27年度から地域生活支援課・地域生活推進Ｇ所管）
予　算　額　　　　５，４００千円
決　算　額　　　　２，２８９千円　【地域生活推進Ｇ分】
　砂川厚生福祉センターいぶきの利用者が地域へ移行する場合に、障がいの状態に応じた適切な支援ができるよう、施設の居室等の改修に要する費用を補助した。
・補助金交付実績　　　２事業者
○根拠法令等
大阪府大阪府立砂川厚生福祉センター利用者地域移行支援事業費補助金交付要綱
１０　医療的ケア児等コーディネーター養成研修等事業
　　　　　　　予　算　額　　　　１，６３０千円
　　　　　　　決　算　額　　　　１，４００千円
　　　医療的ケア児等が地域で安心して暮らしていけるよう、障がい児者のニーズを把握し、きめ細やかで適切な支援を総合的にコーディネイトする役割を担う医療的ケア児等コーディネーター等の養成研修を行う。
　　修了者数　医療的ケア児等コーディネーター養成研修　　  ３３名
　　　　　　　医療的ケア児等支援者養成研修　　　　　　　１２８名

　　　　　　　　　　　　　○根拠法令等
　　　　　　　　　　　　　　平成31年3月27日付障発0327第19号
厚生労働省社会援護局・障害保健福祉部長通知

地域サービス支援グループ
１　障がい者の生活支援サービスの充実
（１）市町村に対する補助（負担）事業
障がい者施策として実施した次の事業に対し、補助（負担）金を交付した。
［障害者自立支援給付費負担金］
	事　業　名
	事　　業　　内　　容
	補　　助　　金　　額
	補 助 実 績

	補装具費
	　身体障がい者（児）の失われた身体機能を補完、代替する用具の購入、修理または借り受けに要する費用の支給。
	513,572,018円

[image: image1]
	４３市町村


○根拠法令等
障害者総合支援法
大阪府障害者自立支援給付費等負担（補助）金交付要綱
［市町村地域生活支援事業費補助金］
	事　業　名
	事業内容

	日常生活用具給付等事業
	日常生活上の便宜を図るため、重度障がい者等に日常生活用具を給付又は貸与

	移動支援事業
	移動支援を実施することにより、社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社会参加のための外出の際の移動を支援

	地域活動支援センター機能強化事業
	地域の実情に応じ、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等の便宜を供与する地域活動支援センターの機能を充実強化し、もって障がい者等の地域生活支援の促進を図る

	訪問入浴サービス事業
	身体障がい者の居宅を訪問し、浴槽を提供して行われる入浴の介護

	日中一時支援事業
	日中、障がい福祉サービス事業所、障がい者支援施設、学校の空き教室等において、障がい者等に活動の場を提供し、見守り、社会に適応するための日常的な訓練その他市町村が認めた支援を実施


	事　業　名
	事　　業　　内　　容
	補　　助　　金　　額
	補 助 実 績

	重度障がい者訪問看護利用料助成事業
	重度の障がい者（児）で、居宅において療養が必要な者が都道府県知事等の指定した訪問看護ステーションを利用した際の利用料を助成。
	312,799円
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	6市


○根拠法令等
大阪府重度障がい者訪問看護利用料助成事業補助金交付要綱
大阪府重度障がい者訪問看護利用料助成事業補助金交付要綱を廃止する要綱
（２）重症心身障がい児者地域ケアシステム整備事業
予　算　額　　　４２，１３８千円
決　算　額　　　４１，３６５千円
医療的ケアが必要な重症心身障がい児者の地域生活を支える地域ケアシステムの強化のため、医療型短期入所事業所の整備促進を図る。
２　障がい者手当等の給付
（１）重度障がい者在宅生活応援制度事業
予　算　額　　４１０，６４１千円
決　算　額　　４０４，５３２千円
重度障がい者の自立と社会参加に向け、重度障がい者と介護する方々へのさらなる応援により、在宅生活の一層の推進を図ることを目的として、重度障がい者と同居している介護者に対し、月額１万円の給付金を支給した。
・支給人員　　３，３２８人
○根拠法令等　大阪府重度障害者在宅介護支援給付金の支給に関する規則
（２）大阪府重度障がい者特例支援事業
予　算　額　　　２３，２９８千円
決　算　額　　　２０，０９７千円
重度の障がいのある在日外国人等で、年金制度上の理由により国民年金法に規定する障がい基礎年金を受給できない障がい者に対し、月額２万円の給付金を支給した。
・支給人員　　９１人
○根拠法令等　大阪府重度障害者特例支援給付金の支給に関する規則
（３）特別障がい者手当等の給付
予　算　額　　　６８，１４９千円
決　算　額　　　６７，５０７千円
著しく重度の障がいを有し、日常生活に常時特別の介護を必要とする障がい者等の生活の向上を図るため、特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、特別障がい者手当等の支給に関する連絡調整及び指導監査を行うとともに、府３子ども家庭センター管内の在宅の重度障がい者等に特別障がい者手当等を支給した。
	区　　　　　分
	管　内　受　給　者　数
	手当額（月額）

	特別障がい者手当
	１６８人（2年3月末現在）
	２７，２００円

	障がい児福祉手当
	６８人（　 　同　　　）
	１４，７９０円

	福祉手当（経過措置分）
	 ４人（　　 同　　　）
	１４，７９０円


・支給の時期　　　　５月、８月、１１月、２月
○根拠法令等
特別児童扶養手当等の支給に関する法律
３　障がい者扶養共済制度
予　算　額　　８７８，０３０千円
決　算　額　　８６２，４２１千円

障がい者を扶養している保護者の方々の連帯と相互扶助の精神に基づき、加入者(保護者)が死亡または身体に著しい障がいを有することとなった場合に、障がい者に対して終身年金を支給する制度で、障がい者の生活の安定と福祉の増進に資するとともに、障がい者の将来に対し保護者が抱く不安の軽減を図る目的で実施した。
（１）対　　象
知的障がい者及び１～３級の身体障がい者もしくはこれらの者と同程度の障がいを持つ者の保護者
（２）加入者口数
２，０２４口（令和２年３月末現在）
（３）掛金及びその減免
ア　掛　　金
《第四次改正後（平成２０年４月１日以降）の一口あたり掛金額は次のとおり。》
	加入（口数追加）時の年齢
	掛金額（月額）

	
	平成20年3月31日以前に加入者となられた方の掛金額
	平成20年4月1日以降に加入者となられた方の掛金額

	35歳未満
	５，６００円
	９，３００円

	35歳以上　～　40歳未満
	６，９００円
	１１，４００円

	40歳以上　～　45歳未満
	８，７００円
	１４，３００円

	45歳以上　～　50歳未満
	１０，６００円
	１７，３００円

	50歳以上　～　55歳未満
	１１，６００円
	１８，８００円

	55歳以上　～　60歳未満
	１２，８００円
	２０，７００円

	60歳以上　～　65歳未満
	１４，５００円
	２３，３００円


イ　減　　免
	対象加入者世帯
	減免率

	生活保護世帯
	一口目を全額免除

	市町村民税非課税世帯
	一口目を半額免除

	市町村民税所得割非課税世帯
	一口目を３割免除


（４）年金額及び年金受給者数
ア　年金額
１口　　２０，０００円／月
２口　　４０，０００円／月
イ　年金受給者数
１，５５５名（令和２年３月末現在）
○根拠法令等
大阪府障害者扶養共済制度条例
４　視覚障がい者移動支援事業従事者の資質向上事業
予　算　額　　　　　　２８４千円
決　算　額　　　　　　１８７千円
視覚障がい者等を対象とする同行援護従業者及びガイドヘルパーの資質の向上を担う者を養成・確保するため、国において行われる指導者養成研修に参加するための経費（旅費等）を助成した。
○根拠法令等　障害者総合支援法第78条
５　自立支援医療（更生医療）
予　算　額　　５，１０１，５８５千円
　　　　決　算　額　  ５，０３６，７８８千円

　　　障害者総合支援法に基づく自立支援医療のうち、更生医療（府負担分）として支出した。
（１）自立支援医療費（更生医療）の給付
　　ア 制度の概要
　　　　 府内４３市町村が給付する更生医療について負担した。
 ○根拠法令等  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第94条
イ 事業実績
	
	事業費総額
	府負担額
	負担率

	元年度交付分
	19,979,436,479円
	4,994,859,112円
	 1/4

	30年度追加交付分
	－
	39,771,800円
	

	計
	－
	5,034,630,912円
	


（２）自立支援医療（更生医療）の医療費の審査及び支払
　　ア 制度の概要
　　　 　更生医療の給付に係る診療報酬の請求審査及び支払を委託した。(大阪市、堺市、高槻市、東大阪市、豊中市、枚方市、八尾市、寝屋川市実施分を除く。)
イ 事業実績
	審査支払手数料
	2,156,592円


６　福祉医療
医療費助成事業の補助等
（1） 老人医療費助成事業の補助　　
予　算　額　　１，５３５，３２１千円
決　算　額　  １，４８２，０４８千円

ア　制度の概要
　市町村が実施する老人医療費助成事業について補助した。
	補助する対象者の範囲等
	以下に掲げる者の入院・入院外に係る医療費及び事務費
要　　　　件
所　得　制
限
65歳以上で右に該当する者
①身体障がい者及び知的障がい者医療費助成事業対象者
障がい基礎年金（国民年金法）の全部支給停止の所得制限を準用
②ひとり親家庭医療費助成事業対象者（18歳に到達した年度末日までの子のひとり親等）
児童扶養手当の所得制限を準用
③特定疾患治療研究事業実施要綱（H27年1月改正前）に規定する疾患（一部を除く）を有する者
扶養親族の数：
０人　　⇒所得額224万円
１人　　⇒259万円
２人以上⇒１人増すごとに29万円加算
（老人扶養親族があるときは、その額に当該老人扶養親族１人につき６万円加算）
④感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく結核に係る医療を受けている者
⑤障害者総合支援法施行令第1条の２第3号に基づく精神通院医療を受けている者


	補助率
	· 医療費補助金　　　　　　　　　　　　　　　1/2
· 事務費補助金　　　　　　審査支払事務費　　1/2
　　　　　　　　　　　　　　その他事務費     1/2


　○根拠法令等　　　　・大阪府市町村老人医療費助成事業費補助金交付要綱を廃止する要綱

イ　事業実績
	
	補助基本額
	交付額
	補助事業者等

	医療費補助金
	2,389,666,466円
	1,194,833,223円
	府内43市町村

	事務費補助金
	101,578,805円
	50,789,391円
	

	　　　計
	2,491,245,271円
	1,245,622,614円
	


	補助対象者
	34,413人


ウ その他の補助
（ア）医療関係団体に対する補助金の交付
本事業を円滑に実施するため医療関係団体に対し、次のとおり補助金を交付した。
	医療機関等
	交付額

	大阪府視覚障害者福祉協会
	2,312円

	計
	2,312円


○根拠法令等       ・大阪府療養費請求書印刷費補助金交付要綱
（イ）国民健康保険に対する補助金の交付
本事業の実施に当たって市町村国民健康保険の財源を援助するため、次のとおり補助金を交付した。
	補助基本額
	交付額
	補助事業者等

	472,846,207円
	236,423,092円
	府内43市町村
（補助率１／２）


○根拠法令等　・大阪府老人等医療費助成事業の実施に伴う国民健康保険事業費補助金交付要綱
（2） 身体障がい者及び知的障がい者医療費助成事業の補助
予　算　額　　１０，３８９，１４７千円
決　算　額　  １０，１３８，５２０千円

ア 制度の概要
市町村が実施する重度障がい者医療費助成事業について補助した。
	補助する対象者の
範囲等
	以下に掲げる者の入院・入院外に係る医療費及び事務費
・1～2級の身体障がい者手帳所持者
・重度の知的障がい者
・1級の精神障がい者保健福祉手帳所持者
・特定医療費（指定難病）・特定疾患医療受給者証所持者で障がい年金（または特別児童扶養手当）1級該当者

・中度の知的障がい者で身体障がい者手帳所持者
ただし、障がい基礎年金(国民年金法)の全部支給停止の所得制限を準用

	補助率
	・医療費補助金
・事務費補助金

	審査支払事務費
その他事務費
	1/2
1/2
1/2


○根拠法令等　・大阪府市町村重度障がい者医療費助成事業費補助金交付要綱
イ 事業実績
	
	補助基本額
	交付額
	補助対象者数

	医療費補助金
	18,676,701,113
	円
	9,336,781,254
	円
	府内43市町村

	事務費補助金
	432,300,088
	円
	216,149,750
	円
	

	計
	19,109,001,201
	円
	9,552,931,004
	円
	


	補助対象者
	        149,804人


ウ その他の補助
（ア）医療関係団体に対する補助金の交付
本事業を円滑に実施するため医療関係団体に対し、次のとおり補助金を交付した。
	医療機関等
	交付額

	大阪府視覚障害者福祉協会
	32,000円

	計
	32,000円


○根拠法令等      ・大阪府療養費請求書印刷費補助金交付要綱
（イ）国民健康保険に対する補助金の交付
本事業の実施に当たって市町村国民健康保険の財源を援助するため、次のとおり補助金を交付した。
	補助基本額
	交付額
	補助事業者等

	1,171,114,150円
	585,557,066円
	府内43市町村
（補助率1/2）


○根拠法令等　・大阪府老人等医療費助成事業の実施に伴う国民健康保険事業費補助金交付要綱
（３）その他の補助
（ア）医療関係団体に対する補助金の交付
市町村が実施する福祉医療費助成制度の円滑な運営を図るため医療関係団体に対し、次のとおり補助金を交付した。
	医療機関等
	交付額

	大阪府医師会
	8,362,000円

	大阪府歯科医師会
	6,970,000円

	大阪府薬剤師会
	6,273,000円

	大阪府柔道整復師会
	4,530,000円

	計
	26,135,000円


○根拠法令等　・大阪府福祉医療費助成制度円滑運営費補助金交付要綱
発達障がい児者支援グループ
１　発達障がい児者総合支援事業
（１）発達障がい早期気づき支援事業
予　算　額　　　　　　１６２千円
決　算　額　　　　　　１６１千円
発達障がいの早期発見や早期支援のため、乳幼児健診現場において子どもの注視点検出装置を活用する市町村に対する支援を行った。
○根拠法令等
発達障害者支援法
（２）発達障がい者支援センター事業
予　算　額　　　　　３３，５４１千円
決　算　額　　　　　３３，５４１千円
発達障がい児者とその家族を対象とした相談・就労支援等を行うとともに、医健・保健・福祉・教育・余暇支援・就労等の支援機関や施設の職員向けに発達障がいの理解と支援のための研修を実施し、支援機関の支援力強化を図った。
○根拠法令等
障害者総合支援法
発達障害者支援法
発達障害者支援センター運営事業実施要綱
（３）発達障がい児者支援体制整備検討部会
予　算　額　　　　　　１，０５４千円
決　算　額　　　　　　　　８７１千円
府障がい者自立支援協議会の下に「発達障がい児者支援体制整備検討部会」及び「こどもワーキンググループ」、「成人ワーキンググループ」を設置し、府に対し「新・発達障がい児者支援プラン」後の支援施策について提言を行った。併せて、「発達障がい児者総合支援事業」の検証も行った。
○根拠法令等
発達障害者支援法
（４）発達障がい者地域支援マネージャー事業
予　算　額　　　　　１２，５１０千円
決　算　額　　　　　１２，５１０千円
発達障がい者地域支援マネージャーを配置し、地域自立支援協議会を通じて、発達障がい者に対して事業所、医療機関等が適切に対応できるよう地域支援体制の機能強化を支援した。
○根拠法令等
発達障害者支援法
（５）障がい児通所支援事業者育成事業
予　算　額　　　　　２５，０８９千円
決　算　額　　　　　２５，０８９千円
発達障がい児の療育等を実施する指定障がい児通所支援事業者への機関支援を実施するとともに、地域の事業者や市町村との連携強化を図るための圏域連絡会を実施した。
○根拠法令等
発達障害者支援法
（６）発達障がい専門医療機関ネットワーク構築事業
予　算　額　　　　　　４，３３５千円
決　算　額　　　　　　３，１７１千円
かかりつけ医向けの研修及び発達障がいの早期発見や早期支援への結びつけに関わる医師養成研修を実施した。
また、２次医療圏域で、医療機関の研修や診療支援の機能を備える医療機関を確保し、圏域における医療機関同士の連携を図った。
○根拠法令等
発達障害者支援法
（７）ペアレントサポート事業
予　算　額　　　　　　２，６３０千円
決　算　額　　　　　　２，５２０千円
　地域における家族支援の充実を目的として、発達障がい児等の保護者を対象としたペアレント・トレーニングを実施する市町村を支援した。ペアレント・プログラム講師やペアレント・メンターの養成等を行った。
○根拠法令等
発達障害者支援法
２　障がい児等療育支援事業
予　算　額　　　　　　１１，１４５千円
決　算　額　　　　　　１１，１４５千円
在宅の障がい児（者）の地域における生活を支援するため、障がい児（者）の支援を行う障がい児通所支援事業所、保育所、幼稚園、学校等の職員を対象として、来談・訪問等により、療育指導・相談に係る助言・指導・研修を実施した。
委託実施機関　　　　　　２箇所
○根拠法令等
障害者総合支援法第78条
大阪府障がい児等療育支援事業実施要綱
３　補聴器の給付
予　算　額　　　　　　１, ２００千円
決　算　額　　　　　　　　４８４千円
身体障がい者手帳の交付対象とならない中度難聴児に対し、補聴器購入費用の一部を交付した
	種　　　　　別
	件　　　数

	補聴器
	両耳　　　８件
片耳　　　１件

	検査料
	０件


○根拠法令等
大阪府難聴児補聴器交付事業実施要綱
４　障がい児事業
（１）児童福祉措置費の支弁
府が措置した障がい児に係る措置費及び府が給付決定した障がい児に係る障がい児施設給付費等を、児童福祉施設等に対し支出した。
ア　児童福祉施設扶助費
予　算　額　　１，６９５，３８３千円
決　算　額　　１，６６２，２４５千円
○根拠法令　児童福祉法第50条
イ　障がい児施設給付費
予　算　額　　１１，３２１，７２３千円
決　算　額　　１１，０７４，６０３千円
○根拠法令　児童福祉法第50条および第55条

[image: image3]
（２）施設等運営助成等
ア　民間社会福祉施設事業費等補助（サービス向上支援事業）
予　算　額　　　　　　３，０４０千円
決　算　額　　　　　　２，７４８千円
障がい児施設を経営する法人に対し運営補助金を交付した。
○根拠法令　大阪府民間障がい児施設利用者等サービス向上
支援事業補助金交付要領
イ　医療型障がい児入所施設（重症心身障がい）特別介護加算事業
予　算　額　　　　２０６，３９０千円
決　算　額　　　　２００，０９０千円
医療型障がい児入所施設（旧重症心身障がい児施設）に入所する重症心身障がい児（者）の処遇向上を図るため、医療型障がい児入所施設に対し、特別介護加算を行った。
○根拠法令　児童福祉施設等機能強化推進費支給要綱
障がい児施設機能強化推進費支給要領
５　障がい児施設関係システム
予　算　額　　　　　　５，７２５千円
決　算　額　　　　　　５，７２４千円
支払事務委託を行っている国民健康保険団体連合会向けに就学前障がい児の発達支援の無償化対応を含め必要なシステム処理を行った。
６　府立障がい児入所施設建替事業
　　　　　　予　算　額　　　　　２９，５９０千円

決　算　額　　　　　２９，５９０千円

　　　　府立障がい児入所施設としての持つべき機能を持たせつつ、老朽化した施設を建替えるための基本設計を策定した。

生　活　基　盤　推　進　課
整備グループ
１　既存施設等の整備
予　算　額　　　　　７，２２２千円
決　算　額　　　　　６，２４３千円
府立こんごう福祉センター設備等整備として、以下の工事を実施した。
	工　　　事　　　名
	  金　額　（千円）

	法面ブロック積工事
	2,321

	しいのき寮C棟屋根軒樋補修工事
	2,420

	遊水池進入路舗装切下げ工事
	1,502

	合　　　　　　　　　　　計
	6,243


２　府立こんごう福祉センターの運営
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予　算　額
	㉙　　　510,860
	㉚　　　328,630
	1 　　329,894

	決　算　額
	451,654
	227,917
	287,463


府立こんごう福祉センターの運営事務を、社会福祉法人大阪府障害者福祉事業団に指定管理者として委託した。
施設運営委託料　　　２８７，４６３，０６１円
３　長期入院精神障がい者退院促進事業
予　算　額　　　　　２４，６００千円
決　算　額　　　　　１７，６７４千円
長期入院精神障がい者の一層の地域移行を進めるため、「地域精神医療体制整備広域コーディネーター」を配置し、精神科病院職員の地域移行に対する理解の促進や、地域移行の可能性のある患者を把握し、市町村へつなぐための活動を行った。
４　ひきこもり地域支援センター事業
（単位：千円）
	予　算　額
	㉙　  　　4,558
	㉚　　　　4,636
	1 　　　4,640

	決　算　額
	3,280
	3,002
	3,201


こころの健康総合センターに専任のひきこもり支援コーディネーターを配置し、各市町村の自立相談支援機関等地域でひきこもり相談を受ける相談機関に対し、専門性を活かした支援・助言を行った。また、各機関との連携により個々の事例や地域に応じた情報を収集し、提供した。
５　重度障がい者等住宅改造助成事業
（単位：千円）
	予　算　額
	㉙　　　30,964
	㉚　　　 27,165
	①　　　 22,144

	決　算　額
	23,382
	16,857
	15,362


重度障がい者等が住み慣れた地域で自立し、安心して生活できる基盤づくりを推進するため、住宅改造への助成を実施する２４市町に対して助成を行った。（負担割合：府1/2、市町村1/2）
○根拠法令等
大阪府重度障がい者等住宅改造助成事業補助金交付要綱
６　障がい者（児）施設整備補助
（１）令和元年度分
予　算　額　　　　　３０９，６２１千円
決　算　額　　　　　１２３，７２０千円
　共同生活援助、消防設備等の整備を行う社会福祉法人等に対し、補助金（社会福祉施設等施設整備費補助金）を交付した。
　また、２年度へ１３２，８４７千円を繰越した。
	補助内容
	施設種別
	補助先
	施設名
	補助金額
(千円)
	規模

	創設
	生活介護　　　（多機能型）
	(福)大阪聴覚障害者福祉会
	泉州聴覚障害者センターなんなん
	123,645
	木造
平屋建


（２）平成３０年度からの繰越分
予　算　額　　　　　１０８，１４８千円
決　算　額　　　　　　９６，３９７千円
	補助内容
	施設種別
	補助先
	施設名
	補助金額
(千円)
	規模

	大規模修繕
	障害者支援施設等
	(福)全電通近畿社会福祉事業団外
２件
	知的障害者総合福祉施設愛の家外
２件
	96,397
	RC造２階建等


指定・指導グループ
１　障がい福祉サービス事業者・施設・相談支援事業者の指導
障がい福祉サービス事業者・施設・相談支援事業者に対する指導、運営状況の監査を実施し、適切なサービス提供の確保に努めた。
（１）事業者等を対象とした指導
・　集団指導　大阪府と大阪版地方分権推進制度に基づき指導事務等の権限を移譲した自治体のうち、寝屋川市、松原市及び南河内広域並びに枚方市（法定移譲）との共同開催により、適切な事業運営を行うための留意事項等に関する指導を講習会方式により実施した。
実施時期・場所　　　令和元年５月２２日（水）　寝屋川市立市民会館（大ホール）
　　　　　　　　　　　　　　同月３０日（木）　松原市文化会館
府内全域の対象事業者数　　　　　１２，１１５事業者
うち府が所管する事業者数　　１，３０３事業者
うち参加事業者数　　　　　　１，２５０事業者（参加率　95.9％）
＜府が権限を有する地域＞
障がい福祉サービス事業者・施設（守口市、大東市、羽曳野市、門真市、摂津市、
藤井寺市、四條畷市、交野市及び島本町）
一般相談支援事業者（指定都市及び中核市を除く府内全域）
・　実地指導　集団指導の結果等を踏まえ、必要に応じて事業所に赴き、面談等を行いながら適切な運営が行われるよう指導した。
指導件数　　　　　　　　　　　　　　　　８７事業者
（２）事業者等を対象とした監査
重大な指定基準違反や実地指導で改善がみられないなど、適正な事業運営が行われないと疑われる事業者等を対象に監査を実施した。
監査件数　　　　　　　　　　　　　　　　　１０事業者
２　障がい福祉サービス事業者・施設・相談支援事業者の指定
障害者総合支援法の規定に基づく指定障がい福祉サービス事業者・施設・相談支援事業者の指定及び各種届の受理を行い、適切なサービス提供の確保に努めた。
（１）指定障がい福祉サービス事業者・施設・相談支援事業者 指定事業所件数
（令和２年４月１日現在）
	居宅
介護
	重度
訪問
介護
	同行
援護
	行動
援護
	短期
入所
	重度
障害者等包括支援
	施設
入所
支援
	共同
生活
援助
	通所系
ｻｰﾋﾞｽ計
（注）
	一般
相談
支援
	合　　計

	292
	272
	143
	26
	53
	0
	5
	84
	285
	224
	1,384


注）療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活援助
（２）指定障がい福祉サービス事業者・施設の指定及び各種届の受理
①　指定件数　　　　　　　　　１３５件
②　各種届の受理件数
ア　廃   止   届 　　　　　　 ６３件
イ　休止・再開届 　　　　　　 　５件
（３）指定障がい福祉サービス事業者・施設・相談支援事業者に対する研修
指定障がい福祉サービス事業者・施設・相談支援事業者の管理者を対象に、事業者として遵守すべき法令、基準の説明や人権擁護の意識を高めるための研修を実施した。
・　実施時期　新規指定事業者に対する指定書交付時に実施
（月１回開催、ただし２～３月はコロナ感染防止対策のため中止）
・　実施結果　対象事業者数　　　　　　　　　　６５事業者
（４）指定事業所管理システムの維持管理
指定した障がい福祉サービス事業者等の情報を管理するための情報処理システムの維持管理を行った。
	年　　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	3,376
	1,024
	2,684

	決算額（千円）
	3,375
	1,024
	1,358


３　障がい児支援事業者・施設に対する指導
障がい児支援事業所・施設に対する指導、監査を実施し、適切なサービス提供の確保に努めた。
（１）事業者等を対象とした指導
・　集団指導　　全事業者を対象として、適切な事業運営を行うための留意事項等に関する指導を講習会方式により実施した
（豊中市、枚方市、東大阪市、高槻市、八尾市、寝屋川市と共催）。
実施時期・場所　令和元年６月１３日（木）ＡＭ　大阪市立あべの区民センター大ホール
　　　　　　　　令和元年６月１３日（木）ＰＭ　大阪市立あべの区民センター大ホール

事業者数　　　　　　　　　　　　　１，４２２事業者（本府所管分）
うち参加事業者数１，３７８事業者（参加率96.9％）
・　実地指導　　集団指導の結果等を踏まえ、必要に応じて事業所に赴き、面談等を行いながら
適切な運営が行われるよう指導した。
指導件数　　　　　　　　　　　　　　　　９３事業者
（２）事業者等を対象とした監査
重大な指定基準違反や実地指導で改善がみられないなど、適正な事業運営が行われないと疑われる事業者等を対象に監査を実施した。
監査件数　　　　　　　　　　　　　　　　　１４事業者
４　障がい児支援事業者・施設の指定
児童福祉法の規定に基づく指定障がい児支援事業者・施設の指定及び各種届の受理を行い、適切なサービス提供の確保に努めた。
（１）指定障がい児支援施設・事業者 指定事業所件数（令和２年４月１日現在）
	福祉型
入所施設
	医療型
入所施設
	医療型
児童発達支援
	児童発達
支援
	放課後等
ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ
	保育所等
訪問
	居宅訪問型
児童発達支援
	合　　計

	 7
	4
	6
	334
	483
	40
	4
	878


（２）指定障がい児支援事業者・施設の指定及び各種届の受理
①　指定件数　　　　　　　　　　１２３件
②　各種届の受理件数
ア　廃   止   届　　　　　　　　３３件
イ　休止・再開届　　　　　　　　１０件
（３）指定障がい児支援事業者・施設に対する研修
指定障がい児支援事業者・施設の管理者を対象に、事業者として遵守すべき法令、基準の説明や人権擁護の意識を高めるための研修を実施した。
・　実施時期　新規指定事業者に対する指定書交付時に実施
（月１回開催、ただし２～３月はコロナ感染防止対策のため中止）
・　実施結果　対象事業者数　　　　　　　　　４９事業者
（４）障がい児施設指定管理システムの維持管理
指定した障がい児福祉サービス事業者等の情報を管理するための情報処理システムの維持管理を行った。
	年　　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	1,544
	562
	584

	決算額（千円）
	1,114
	184
	514


５　大阪版地方分権推進制度市町村移譲事務に係る事務交付金
予　算　額　　　　　９３，７６１千円
決　算　額　　　　　８０，８７９千円
市　町　村　　　　　　　　　　２５件
大阪版地方分権推進制度により、事務移譲した市町村に対して交付した。
６　障がい福祉サービス情報の公表事業

障がい福祉サービス利用者が障がい福祉サービス事業所を適切に選択することを可能とするとともに、事業所におけるサービスの改善の取組を促進し、障がい福祉サービスの質の向上を図るため、「障がい福祉サービス情報の公表事業」を推進した。

・公表する情報は、あらかじめ標準化された障がい福祉サービス情報とし、「基本情報」と「運営情報」により構成

　　　　　　予　算　額　　　　　１，６０９千円
決　算　額　　　　　１，１１６千円
７　業務管理体制の整備に関する届出及び検査
業務管理体制の整備に関する事項を記載した届出書を受理するとともに、業務管理体制の整備状況を検証するための検査を行った。
・　一般検査　（事業者の業務管理体制整備状況を書面調査により実施）　　　１９３事業者
・　特別検査　（事業者の指定取消処分相当事案が発生した場合に実施）　　　　　７事業者
８　介護職員等によるたん吸引認定等事業
予　算　額　　　　　　２，２７２千円
決　算　額　　　　　　１，６８６千円
社会福祉士及び介護福祉士法の改正に伴い、平成２４年４月１日から介護職員等がたんの吸引や経管栄養といった医療行為の一部を業として行うことが認められたことにより、適切にたんの吸引等を行うことができる介護職員等の認定及び事業所等を登録する。
（平成３１年４月１日現在）
認定特定行為従事者　　９，８５３件
登録特定行為事業者　　　　５８１事業者
登録喀痰吸引等事業者　　　　　９事業者
登録研修機関　　　　　　　　２５機関
（教育委員会）
認定特定行為従事者　　９，３９６件
登録特定行為事業者　　　　　５７事業者
登録研修機関　　　　　　　　　３機関
○根拠法令等
社会福祉士及び介護福祉士法
負担割合　国１／２


府・市町村各１／４





負担割合　府１／２


市町村各１／２





決算額の内10,615,068千円については障がい児施策として実施した


障がい児通所支援にかかる負担金とし市町村に交付した。









